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1．　はじめに

日立グループは，鉄道事業における省エネルギー化・
CO2削減に貢献するため，蓄電池制御技術を適応した鉄
道システムの開発を進めている。
回生ブレーキの弱点を克服し，さらなる省エネルギー効
果の向上を図る技術として，「回生吸収機能」，および「高
速域電気ブレーキ機能」を開発した。これらの技術のポイ
ントになるのは，ブレーキ時の回生エネルギーを消費する
他車両がいないときに，これを蓄電池に吸収する回生吸収
機能と，インバータ装置の直流部電圧を蓄電池で昇圧し，
電動機やインバータの出力を増加させて回生ブレーキの動
作速度域を高速側に拡大する高速域電気ブレーキ機能を適
切に動作させることである。
日立グループは，回生吸収機能を実現するシステムとし
て，地上設置「B-CHOPシステム」と，車上設置「連続回
生システム」を開発した。地上設置では，装置の設置によっ
て大きな省エネルギー効果を得られることが実証されてお
り，車上設置でも本線走行試験レベルで効果を確認して
いる。
ここでは，車上および地上設置による回生吸収の特徴と
効果について述べる。

2．　回生電力の高効率利用

2.1　回生ブレーキの課題

（1）軽負荷回生ブレーキ状態
回生ブレーキは，減速時に駆動用モータを発電機として
使用する。得られた回生エネルギーは架線に戻し，加速す

る他の車両がこれを加速エネルギーとして再利用する。し
かし，閑散時間帯など，ブレーキ中に回生エネルギーを消
費する他の車両が少ないと，回生エネルギーの行き場がな
くなる。これを「軽負荷回生ブレーキ状態」と言う。この
ときフィルタコンデンサ電圧が上昇するため，これを抑え
るインバータ装置の軽負荷回生制御が動作して回生電流を
絞る。軽負荷回生制御によってフィルタコンデンサ電圧の
上昇は抑えられるが，回生ブレーキ力が減少するため，不
足するブレーキ力を空気ブレーキで補足する必要があり，
回生エネルギーは低下する。
（2）モータ特性の性能限界
走行速度から停止までに必要なブレーキ力をすべて回生
ブレーキで負担できれば，省エネルギー効果は最大とな
る。しかし，回生ブレーキ力は，高速域ではモータ出力特
性によって制限される。高速域では必要なブレーキ力に対
して回生ブレーキで負担できないブレーキ力を空気ブレー
キで補うため，省エネルギー効果が低下する（「モータ特
性の性能限界」）。
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日立グループは，鉄道システムにおける環境負荷の低減に貢献するため，
リチウムイオン電池を用いた電車向け省エネルギーシステムを開発している。
軽負荷回生ブレーキ状態や，モータ特性の性能限界という回生ブレーキの課題については，
それぞれ回生吸収機能，高速域電気ブレーキ機能の開発と，
適切に動作させる高効率回生マネジメントを提案し，製品化を進めている。
回生吸収機能については，導入する路線や運転形態を考慮した適切なシステムとして，
地上設備「B-CHOPシステム」，車上設備「連続回生システム」をそれぞれ開発した。
今後，幅広い顧客ニーズに応えられる省エネルギーシステムとして，機能アップを進めていく。
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図1　回生吸収機能
架線へ戻せない回生電力を蓄電池で吸収する。吸収した回生電力は，次の加速時に
再利用することにより，インバータ装置の消費電力を低減する。
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2.2　課題に対する解決策

（1）回生吸収機能
軽負荷回生ブレーキ状態の解決策として，「回生吸収機
能」を開発した。これは，回生エネルギーを消費する他の
車両がいないとき，その回生エネルギーを蓄電池で吸収し
て，加速エネルギーとして再利用するものである（図1参
照）。蓄電装置の設置場所としては，車上に設置する方式
と地上に設置する方式の二つの方法が考えられる。
（2）高速域電気ブレーキ機能
「モータ特性の性能限界」の解決策として，「高速域電気ブ
レーキ機能」を開発した。これは，蓄電池でインバータ装
置の直流部電圧を昇圧して，各機器を流れる電流量は変え
ずに電動機やインバータの出力を増強させ，回生ブレーキ
の動作速度域を高速側に拡大するもので，図2のようにフ

ル回生可能なV/F（Voltage/Frequency）領域の終端速度を高
速域側へシフトさせるものである。

2.3　高効率回生マネジメント

回生吸収機能と高速域電気ブレーキ機能を適切に動作さ
せて実現するため，高効率回生マネジメントを開発した。
動作概略の機器イメージを図3に示す。
高速域電気ブレーキ機能を実現するための高速域電気ブ
レーキ装置では，接地点とインバータ装置負側入力端子の
間に蓄電装置を直列に挿入することにより，インバータ装
置負側入力端子の電位を接地点電位から電池電圧分（ΔV）

だけ低くして，インバータ装置全体の印加電圧を電池電圧
分（ΔV）だけ加算する。この加算電圧をチョッパ装置で
0 Vから電池電圧ΔVまで連続的に変化させて，フィルタ
コンデンサ電圧を指令値に追従制御している。
車上に回生吸収装置を設ける場合は，インバータ装置の
主回路に，昇降圧チョッパを介して蓄電装置を並列に挿入
する。回生時は昇降圧チョッパを降圧チョッパ動作させ，
回生電力を蓄電池に充電する仕組みで，回生時にフィルタ
コンデンサ電圧が上昇して所定値を超えた時点で軽負荷状
態と判断し，所定値を上回らないようにリミッタ制御を
行う。
一方，地上に回生吸収装置を設ける場合は，架線と接地
点の間に昇降圧チョッパを介して蓄電装置を並列に挿入す
る構成となる。地上設置の場合は，回生吸収装置の挿入点
における架線電圧より，軽負荷状態の判断を行う。
高効率回生マネジメントでは，架線電圧条件，速度条件
により，「高速域電気ブレーキ機能」，「回生吸収機能」，「通
常回生」の3モードのいずれかを選択するようになってい
る（図4参照）。
高速域〔V/F終端速度：A（km/h）以上〕かつ架線電圧が
所定値（Vref）以下であれば，高速域電気ブレーキ機能が
動作する。ただし，速度がV/F終端速度〔A（km/h）〕以下
になると高速域電気ブレーキ機能を停止し，通常の回生動
作に戻る制御とした。また，軽負荷回生状態となり，架線
電圧が所定値を上回ると回生吸収機能が動作する。
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図2　回生ブレーキ特性
蓄電池でインバータ装置の直流部電圧を昇圧して，電動機やインバータの出力を増強
させ，回生ブレーキの動作速度域を高速側に拡大する。

注：略語説明　V/F（Voltage/Frequency）

（a）回生吸収装置を地上に設置した場合
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図3　高効率回生システムの機器構成
回生吸収装置は地上，あるいは車上に設置する。高速域電気ブレーキ動作時は，インバータ装置負側入力端子側に蓄電装置を直列挿入する。

注：略語説明　CHP（Chopper），FL（Filter Reactor），FC（Filter Condenser），VVVF（Variable Voltage Variable Frequency），MM（Main Motor）
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図4　高効率回生マネジメントの制御方針
架線電圧条件，速度条件により「高速域電気ブレーキ機能」と「回生吸収機能」，「通
常回生」の3モードのいずれかを選ぶ。
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3．　回生吸収機能を実現するシステム

3.1　蓄電装置の車上設置と地上設置の特徴

日立グループは，回生吸収機能を実現するシステムとし
て，地上設置「B-CHOPシステム」と，車上設置「連続回
生システム」の開発を並行して進めてきた。これは，両者
の特徴と，導入する路線や運転形態を考慮して，適切なシ
ステムを提案することが重要と考えたからである。回生吸
収システム（地上／車上設置）の特徴を表1に示す。

3.2　車上設置（連続回生システム）

3.2.1　連続回生システム概要

連続回生システムの機器構成を図5に示す。連続回生装
置は，電車線へ戻せない回生電力を蓄電装置に充電して，
これを次の加速時に再利用することで消費エネルギーを低
減するものである。蓄電装置側とインバータ側の電圧が
違っていても，昇降圧チョッパによって充放電電流を制御
できる。
通常の停止ブレーキ時（B5S）には，蓄電装置だけで回
生電力量を吸収できる蓄電容量を確保している。定格電圧
は，試験を行う路線における電車線供給電圧750 Vの半分
程度の340 Vとした。これは，昇降圧チョッパの通流率
（スイッチング素子のオン／オフの比）を50％付近で制御
することで，電池電流のリップル率抑制をねらったもので
ある。
この連続回生システムの性能確認試験は，大阪市交通局

の協力により，本線において2007年度に実施した。
3.2.2　連続回生システムの制御と性能確認

充電制御は，電車線に回生電力を戻せずフィルタコンデ
ンサ電圧が上昇したとき，所定値を超えないように回生電
力の一部を充電する。また，放電制御では，力行（りきこ
う）電力を優先的に蓄電装置から供給する。
連続回生システムの回生率向上効果を走行試験で確認し
た。走行試験は大阪市交通局10A系車両で実施した。
（1）試験方法
このシステムによる回生率の向上を確認するため，付近
に走行車両のいない軽負荷状態で試験した。速度60 km/h

からブレーキ（B5S）を投入したときの回生率を測定した。
（2）試験結果
回生吸収制御停止／動作による回生率向上効果の比較を
図6に示す。同図の黒線で示す波形が回生吸収機能停止時
で，青線の波形は回生吸収機能動作時である。
回生吸収機能停止時は，回生電力の一部を電車線に戻せ
ずモータ電流が絞られる。この試験では，1インバータ

（モータ2台）当たりの力行電力量は2.00 kWh，回生電力
量は0.64 kWh（回生率32％）だった。
回生吸収機能動作時は，電車線に戻せない回生電力を蓄
電装置に充電するため，モータ電流はほとんど絞られな
い。この試験では，1インバータ当たりの力行電力量は1.88 

kWh，回生電力量は0.82 kWh（回生率約44％）だった。
回生吸収制御の停止／動作による回生率比較を図7に示
す。通常負荷時（回生電力を他車の力行で消費していると
き）は，回生吸収機能停止／動作で回生率は同程度である。
一方，軽負荷状態では，この装置の回生吸収機能で回生率
が11.6ポイント向上し，約44％の回生率を実現できた。

項　目 地上設置 車上設置

回生吸収機能 他車で消費されない回生
電力を蓄電 〇 他車で消費されない回生

電力を蓄電 〇

設置の容易性 沿線に空き地があれば設置
は比較的容易 〇

車上の設置スペースに制
約あり。列車ごとに蓄電装
置の設置要

△

離線時の
連続回生 対応不可 × 可能 〇

表1　蓄電装置の設置方式の比較
蓄電装置の地上設置と車上設置それぞれの特徴を示す。
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図5　連続回生システムの機器構成
電車線へ戻せない回生電力を蓄電装置に充電して，これを次の加速時に再利用するこ
とで消費エネルギーを低減する。

注：略語説明　IM（Induction Motor）
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図6　回生吸収制御による回生電力向上
回生吸収機能動作時は，電車線に戻せない回生電力を蓄電装置に充電するため，モー
タ電流はほとんど絞られない。
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図7　回生吸収制御による回生率向上効果
本線試験では，軽負荷状態の条件を模擬した。この装置の回生吸収機能で回生率が
11.6ポイント向上し，約44％の回生率を達成した。
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3.3　地上設置「B-CHOPシステム」

3.3.1　B-CHOPシステムの概要

地上に蓄電池式回生電力吸収装置を設置した場合のシス
テムの一例を図8に示す。車両設置と同様に回生ブレーキ
のエネルギーを蓄電池に貯蔵し，加速時にそのエネルギー
を利用する。き電電圧の安定化による回生失効防止対策な
どのほかに，き電電圧の安定化対策も実現できることが特
徴である。
3.3.2　納入製品の稼動状況

製品は神戸市交通局に納入し，現在稼動中である（図9

参照）。長い急勾（こう）配が存在する区間に装置を設置す
ることにより，年間358 MWhもの省エネルギー効果を実
現した。

3.4　適用導入に対する支援

回生電力の有効活用を最大限にするためには，地上側お
よび車両側システムのおのおのの特徴を生かした最適化が
必要であり，そのためには種々のエンジニアリングが必要
となる。車上および地上を含めて最適なリチウムイオン電
池設置場所，装置容量，周辺システムとの協調などの検討，
およびシミュレーション検証などの支援を行っている。
日立グループは，長年築いた車両技術および変電技術か
ら，顧客ニーズに即した最適回生システムの導入に対する
事前評価を行っている。実走行モデルによるシミュレータ
に関しては早くから支援ツールとして整備を行い，これを
活用した数多くの提案を実施している。

4．　おわりに

ここでは，車上および地上設置による回生吸収の特徴と
効果について述べた。
路線状態によらずに，回生電力量を増大することで消費
電力量の低減をめざす「高効率回生マネジメント」と，地
上および車上設置による回生吸収のシステムについて，事
業者からの要求に合わせて検証を実施した。今後，幅広い
顧客ニーズに応えられる省エネルギーシステムとして機能
整理を進め，鉄道システムにおける環境負荷低減を加速さ
せていく所存である。

1） 徳山，外：環境負荷を低減するハイブリッド駆動システムの実用化，日立評論，
89，11，830～833（2007.11）

2） 大石，外：連続回生装置による離線時の回生失効防止，第45回鉄道サイバネ・シ
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・・ 定格容量 2，000 kW15 s/180 s 周期
・・ 定格電圧 DC1，500 V または 750 V/600 V
・・ スイッチング周波数 600 Hz または 720 Hz
・・ リチウム電池4直列20並列

図8　地上設置タイプの蓄電池式回生電力吸収装置
地上に蓄電装置を設置し，利用しきれない回生電力を吸収する。
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図9　神戸市交通局納め蓄電池式回生電力吸収装置の外観
年間385 MWhの省エネルギー効果を確認した。


